






































■取組内容
No.

17

■H28.6 第２回野洲川地域安全懇談会で決定した取組（野洲川独自の課題から抽出）

■各種提言等

取組項目

・該当なし

「わが家の避難カード」の作成

水害に強い地域づくり協議会 平成16年～

河
川
法

〔背景〕
□治水機能のみならず、利水機能、河川
環境機能を含んだすべての河川諸機能
を規律

〔改正の概要〕
□水系一貫した河川管理を行う「河川整
備基本方針」と、治水、利水、河川環境の
整備と保全についての項目や地域の意
見を反映した「河川整備計画」の策定を
義務づけ

水防法の一部改正【国土交通省】 平成29年6月

〔背景〕
□国管理河川の支川や県管理河川等の中小河川で氾濫発生
し多数の死者等が発生。
□「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」を実現し、抜本
的な対策が急務
□「水防災意識社会再構築ビジョン」を中小河川も含めた全国
河川でさらに加速・強化

〔改正の概要〕
□大規模氾濫減災協議会の創設
□市町村長による水害リスク情報の周知制度の創設
□要配慮者利用施設の避難確保計画・避難訓練の義務化

中小河川等における水防災意識社会の再構築の
あり方について

【社会資本整備審議会】 平成29年1月

大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策の
あり方について

～複合的な災害にも多層的に備える緊急対策～
【社会資本整備審議会】 平成30年12月

目標時期

H29年度から
順次実施

取組機関

滋賀県

〔背景〕
□「淀川水系河川整備計画基礎案」で
は、浸水被害の回避・軽減を目標として、
「水害に強い地域づくり協議会（仮称）」を
設置
□協議会においては、流域の住民自らが
洪水被害を回避できるようなシステムづく
り（自分で守る）等を検討

〔概要〕
●「わが家の避難カード」の作成

淀
川
水
系
河
川
整
備
計
画

（
H
2
1
.
3

）

水
防
法

〔背景〕
□近年、洪水の他、内水・高潮により、現在の想定を超える浸水被
害が多発
□想定し得る最大規模の洪水に対する避難体制等充実・強化

〔改正の概要〕
□想定し得る最大規模の洪水に係る区域に拡充して公表
□計画規模降雨浸水想定区域図の更新
□浸水継続時間の公表
□洪水浸水想定区域に関する避難場所及び避難経路に関する事
項を示した印刷物等を作成し、各世帯に提供。（水防法第15条第3
項）

水防法の一部改正【国土交通省】 平成27年7月

社
会
資
本
整
備
審
議
会

答
申

大規模氾濫に対する減災のための治水対策の
あり方について

～社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～
【社会資本整備審議会】 平成27年12月

〔背景〕
□平成27年9月関東・東北豪雨を踏まえ、「施設の能力には限界が
あり、施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと意識
を変革し、社会全体で洪水氾濫に備える。

〔概要〕
該当項目なし

河川法改正 平成9年

〔背景〕
□平成28年8月北海道・東北豪雨を踏まえ、都道府県が管理
する中小河川においても、水防災意識社旗の再構築を加速す
る。

〔概要〕
該当項目なし

〔背景〕
□平成30年7月西日本豪雨を踏まえ、広域的かつ同時多発的
に発生する河川の氾濫や土砂災害等の大規模広域豪雨に対
応する。

〔概要〕
該当項目なし

緊
急
行
動
計
画
等

「水防災意識社会 再構築ビジョン」
【国土交通省】 平成27年12月11日

（国土交通省水管理・国土保全局 課長通知 H28.1.18）

「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画
【国土交通省】 平成29年6月20日

水防災意識社会の再構築に向けた緊急行動計画の改定
【国土交通省】 平成31年1月29日

〔背景〕
□平成27年9月関東・東北豪雨を踏まえ、直轄河川において、平成
32年度を目途に水防災意識社会を再構築する取組を行う。

〔概要〕
該当項目なし

〔背景〕
□平成28年8月北海道・東北豪雨を踏まえ、緊急的に実施す
べき事項について、平成33年度を目途に取り組むべき各種取
組に関する方向性、具体的な進め方等をとりまとめ。

〔概要〕
該当項目なし

〔背景〕
□平成30年7月西日本豪雨をはじめ、近年各地で大水害が発
生していることを受け、2020年度を目途に取り組むべき緊急行
動計画を改定。

〔概要〕
該当項目なし
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■取組内容
No.

1

■H28.6 第２回野洲川地域安全懇談会で決定した取組（野洲川独自の課題から抽出）

■各種提言等

水
防
災
意
識
社
会
再
構
築
ビ
ジ

ョ
ン

緊
急
行
動
計
画

〔背景〕
□平成27年9月関東・東北豪雨を踏まえ、直轄河川において、平成
32年度を目途に水防災意識社会を再構築する取組を行う。

〔概要〕
●洪水時における河川管理者からの情報提供等の内容及びタイミ
ングやそれらを踏まえた避難勧告等発令の対象区域・判断基準等
の設定

水害に強い地域づくり協議会 平成16年～

河
川
法

〔背景〕
□治水機能のみならず、利水機能、河川
環境機能を含んだすべての河川諸機能
を規律

〔改正の概要〕
□水系一貫した河川管理を行う「河川整
備基本方針」と、治水、利水、河川環境の
整備と保全についての項目や地域の意
見を反映した「河川整備計画」の策定を
義務づけ

〔背景〕
□「淀川水系河川整備計画基礎案」で
は、浸水被害の回避・軽減を目標として、
「水害に強い地域づくり協議会（仮称）」を
設置
□協議会においては、流域の住民自らが
洪水被害を回避できるようなシステムづく
り（自分で守る）等を検討

〔概要〕
該当なし

淀
川
水
系
河
川
整
備
計
画

（
H
2
1
.
3

）

〔背景〕
□平成28年8月北海道・東北豪雨を踏まえ、都道府県が管理
する中小河川においても、水防災意識社旗の再構築を加速す
る。

〔概要〕
○市町村による避難勧告等の発令が確実に行われるよう、各
市町村の発令基準やそのためのタイムライン等について、実
効性の確保を図る観点から減災対策協議会等において点検を
行い、必要に応じて改善を促す取組を推進すべきである。

〔背景〕
□平成30年7月西日本豪雨を踏まえ、広域的かつ同時多発的
に発生する河川の氾濫や土砂災害等の大規模広域豪雨に対
応する。

〔概要〕
○それぞれの地域で想定される洪水や高潮、土砂災害等の
様々な災害やそれらの複合的な災害に対して、必要に応じ利
水ダム等を含む様々な関係機関に大規模氾濫減災協議会等
への参画や、情報提供についても協力を求め、関係機関が連
携して円滑に防災行動が実施できるよう、避難勧告等の発令
を中心に実施すべき防災行動を時系列で整理する避難勧告着
目型タイムラインの対象災害を充実させること。

水
防
法

社
会
資
本
整
備
審
議
会

答
申

大規模氾濫に対する減災のための治水対策の
あり方について

～社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～
【社会資本整備審議会】 平成27年12月

中小河川等における水防災意識社会の再構築の
あり方について

【社会資本整備審議会】 平成29年1月

大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策の
あり方について

～複合的な災害にも多層的に備える緊急対策～
【社会資本整備審議会】 平成30年12月

〔背景〕
□近年、洪水の他、内水・高潮により、現在の想定を超える浸水被
害が多発
□想定し得る最大規模の洪水に対する避難体制等充実・強化

〔改正の概要〕
□想定し得る最大規模の洪水に係る区域に拡充して公表
□計画規模降雨浸水想定区域図の更新
□浸水継続時間の公表
□洪水浸水想定区域に関する避難場所及び避難経路に関する事
項を示した印刷物等を作成し、各世帯に提供。（水防法第15条第3
項）

水防法の一部改正【国土交通省】 平成27年7月 水防法の一部改正【国土交通省】 平成29年6月

〔背景〕
□国管理河川の支川や県管理河川等の中小河川で氾濫発生
し多数の死者等が発生。
□「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」を実現し、抜本
的な対策が急務
□「水防災意識社会再構築ビジョン」を中小河川も含めた全国
河川でさらに加速・強化

〔改正の概要〕
□大規模氾濫減災協議会の創設
□市町村長による水害リスク情報の周知制度の創設
□要配慮者利用施設の避難確保計画・避難訓練の義務化

〔背景〕
□平成27年9月関東・東北豪雨を踏まえ、「施設の能力には限界があり、
施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと意識を変革し、
社会全体で洪水氾濫に備える。

〔概要〕
●避難勧告等に着目したタイムライン（時系列の防災行動計画）の整備を
進めるとともに、これに基づく訓練を継続的に実施すること。
●広域避難も視野に入れ、
・洪水時の水位等の防災情報の内容と発表のタイミング
・避難勧告等に関するタイミングや範囲
・避難場所や避難経路 等
の防災情報に関する事項と避難に関する計画について、連携して適切に
定めることができるよう、市町村と河川管理者等が参画した協議会等の
仕組みを整備すること。

〔背景〕
□平成28年8月北海道・東北豪雨を踏まえ、緊急的に実施す
べき事項について、平成33年度を目途に取り組むべき各種取
組に関する方向性、具体的な進め方等をとりまとめ。

〔概要〕
○水害対応タイムラインを活用して、河川管理者は洪水対応
訓練を実施し、また市町村は関係機関と連携して避難訓練等
を実施して、明らかになった課題等を踏まえ、避難勧告の発令
基準や水害対応タイムライン等を見直し。

〔背景〕
□平成30年7月西日本豪雨をはじめ、近年各地で大水害が発
生していることを受け、2020年度を目途に取り組むべき緊急行
動計画を改定。

〔概要〕
○水害対応タイムラインを活用して、河川管理者は洪水対応
訓練を実施し、また市町村は関係機関と連携して避難訓練等
を実施して、明らかになった課題等を踏まえ、避難勧告の発令
基準や水害対応タイムライン等を見直し。

「水防災意識社会 再構築ビジョン」
【国土交通省】 平成27年12月11日

（国土交通省水管理・国土保全局 課長通知 H28.1.18）

「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画
【国土交通省】 平成29年6月20日

水防災意識社会の再構築に向けた緊急行動計画の改定
【国土交通省】 平成31年1月29日

目標時期

H30年度

河川法改正 平成9年

取組項目 取組機関

近江八幡市、草津市、守山市、栗東市、甲賀市、野洲市、湖南市

・該当なし

広域的な連携に資するタイムラインへの見直し
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■取組内容
No.

51

■H28.6 第２回野洲川地域安全懇談会で決定した取組（野洲川独自の課題から抽出）

■各種提言等

取組項目

・野洲川の課題「氾濫発生後、速やかに被害状況の把握が出来ていない」、「想定最大規模洪水における各市の浸水箇所に対する排水ポンプ車配置計画は作成していない」を踏まえ、「浸水する緊急輸送道路の代替ルートの検討」の取組が採用された。

浸水する緊急輸送道路の代替ルートの検討

水害に強い地域づくり協議会 平成16年～

河
川
法

〔背景〕
□治水機能のみならず、利水機能、河川
環境機能を含んだすべての河川諸機能
を規律

〔改正の概要〕
□水系一貫した河川管理を行う「河川整
備基本方針」と、治水、利水、河川環境の
整備と保全についての項目や地域の意
見を反映した「河川整備計画」の策定を
義務づけ

水防法の一部改正【国土交通省】 平成29年6月

〔背景〕
□国管理河川の支川や県管理河川等の中小河川で氾濫発生
し多数の死者等が発生。
□「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」を実現し、抜本
的な対策が急務
□「水防災意識社会再構築ビジョン」を中小河川も含めた全国
河川でさらに加速・強化

〔改正の概要〕
□大規模氾濫減災協議会の創設
□市町村長による水害リスク情報の周知制度の創設
□要配慮者利用施設の避難確保計画・避難訓練の義務化

中小河川等における水防災意識社会の再構築の
あり方について

【社会資本整備審議会】 平成29年1月

大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策の
あり方について

～複合的な災害にも多層的に備える緊急対策～
【社会資本整備審議会】 平成30年12月

目標時期

R2年度

取組機関

近畿地整、滋賀県

〔背景〕
□「淀川水系河川整備計画基礎案」で
は、浸水被害の回避・軽減を目標として、
「水害に強い地域づくり協議会（仮称）」を
設置
□協議会においては、流域の住民自らが
洪水被害を回避できるようなシステムづく
り（自分で守る）等を検討

〔概要〕
該当なし

淀
川
水
系
河
川
整
備
計
画

（
H
2
1
.
3

）

水
防
法

〔背景〕
□近年、洪水の他、内水・高潮により、現在の想定を超える浸水被
害が多発
□想定し得る最大規模の洪水に対する避難体制等充実・強化

〔改正の概要〕
□想定し得る最大規模の洪水に係る区域に拡充して公表
□計画規模降雨浸水想定区域図の更新
□浸水継続時間の公表
□洪水浸水想定区域に関する避難場所及び避難経路に関する事
項を示した印刷物等を作成し、各世帯に提供。（水防法第15条第3
項）

水防法の一部改正【国土交通省】 平成27年7月

社
会
資
本
整
備
審
議
会

答
申

大規模氾濫に対する減災のための治水対策の
あり方について

～社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～
【社会資本整備審議会】 平成27年12月

〔背景〕
□平成27年9月関東・東北豪雨を踏まえ、「施設の能力には限界が
あり、施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと意識
を変革し、社会全体で洪水氾濫に備える。

〔概要〕
該当項目なし

河川法改正 平成9年

〔背景〕
□平成28年8月北海道・東北豪雨を踏まえ、都道府県が管理
する中小河川においても、水防災意識社旗の再構築を加速す
る。

〔概要〕
該当項目なし

〔背景〕
□平成30年7月西日本豪雨を踏まえ、広域的かつ同時多発的
に発生する河川の氾濫や土砂災害等の大規模広域豪雨に対
応する。

〔概要〕
該当項目なし

緊
急
行
動
計
画
等

「水防災意識社会 再構築ビジョン」
【国土交通省】 平成27年12月11日

（国土交通省水管理・国土保全局 課長通知 H28.1.18）

「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画
【国土交通省】 平成29年6月20日

水防災意識社会の再構築に向けた緊急行動計画の改定
【国土交通省】 平成31年1月29日

〔背景〕
□平成27年9月関東・東北豪雨を踏まえ、直轄河川において、平成
32年度を目途に水防災意識社会を再構築する取組を行う。

〔概要〕
該当項目なし

〔背景〕
□平成28年8月北海道・東北豪雨を踏まえ、緊急的に実施す
べき事項について、平成33年度を目途に取り組むべき各種取
組に関する方向性、具体的な進め方等をとりまとめ。

〔概要〕
該当項目なし

〔背景〕
□平成30年7月西日本豪雨をはじめ、近年各地で大水害が発
生していることを受け、2020年度を目途に取り組むべき緊急行
動計画を改定。

〔概要〕
該当項目なし

パターンⅡ‐2

2
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■取組内容
No.

4

■H28.6 第２回野洲川地域安全懇談会で決定した取組（野洲川独自の課題から抽出）

■各種提言等

取組項目

・該当なし

出水期前に協議会においてホットラインの連絡体制を確認

水害に強い地域づくり協議会 平成16年～

河
川
法

〔背景〕
□治水機能のみならず、利水機能、河川
環境機能を含んだすべての河川諸機能
を規律

〔改正の概要〕
□水系一貫した河川管理を行う「河川整
備基本方針」と、治水、利水、河川環境の
整備と保全についての項目や地域の意
見を反映した「河川整備計画」の策定を
義務づけ

水防法の一部改正【国土交通省】 平成29年6月

〔背景〕
□国管理河川の支川や県管理河川等の中小河川で氾濫発生
し多数の死者等が発生。
□「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」を実現し、抜本
的な対策が急務
□「水防災意識社会再構築ビジョン」を中小河川も含めた全国
河川でさらに加速・強化

〔改正の概要〕
□大規模氾濫減災協議会の創設
□市町村長による水害リスク情報の周知制度の創設
□要配慮者利用施設の避難確保計画・避難訓練の義務化

中小河川等における水防災意識社会の再構築の
あり方について

【社会資本整備審議会】 平成29年1月

大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策の
あり方について

～複合的な災害にも多層的に備える緊急対策～
【社会資本整備審議会】 平成30年12月

目標時期

引き続き実施

取組機関

協議会全体

〔背景〕
□「淀川水系河川整備計画基礎案」で
は、浸水被害の回避・軽減を目標として、
「水害に強い地域づくり協議会（仮称）」を
設置
□協議会においては、流域の住民自らが
洪水被害を回避できるようなシステムづく
り（自分で守る）等を検討

〔概要〕
該当なし

淀
川
水
系
河
川
整
備
計
画

（
H
2
1
.
3

）

水
防
法

〔背景〕
□近年、洪水の他、内水・高潮により、現在の想定を超える浸水被
害が多発
□想定し得る最大規模の洪水に対する避難体制等充実・強化

〔改正の概要〕
□想定し得る最大規模の洪水に係る区域に拡充して公表
□計画規模降雨浸水想定区域図の更新
□浸水継続時間の公表
□洪水浸水想定区域に関する避難場所及び避難経路に関する事
項を示した印刷物等を作成し、各世帯に提供。（水防法第15条第3
項）

水防法の一部改正【国土交通省】 平成27年7月

社
会
資
本
整
備
審
議
会

答
申

大規模氾濫に対する減災のための治水対策の
あり方について

～社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～
【社会資本整備審議会】 平成27年12月

〔背景〕
□平成27年9月関東・東北豪雨を踏まえ、「施設の能力には限界が
あり、施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと意識
を変革し、社会全体で洪水氾濫に備える。

〔概要〕
○引き続き、洪水予報やホットラインなど、洪水時に河川管理者等
から提供される情報とその対応等について市町村長と確認するた
めのセミナーを早期に開催するとともに、出水期前等に定期的に開
催すること。

河川法改正 平成9年

〔背景〕
□平成28年8月北海道・東北豪雨を踏まえ、都道府県が管理
する中小河川においても、水防災意識社旗の再構築を加速す
る。

〔概要〕
○都道府県管理河川において、避難勧告等の発令が確実に
行われるよう、洪水時の河川状況等を河川管理者から関係市
町村長へ直接伝達する「ホットライン」の取組を、ガイドライン策
定等により、早期に定着させるべきである。

〔背景〕
□平成30年7月西日本豪雨を踏まえ、広域的かつ同時多発的
に発生する河川の氾濫や土砂災害等の大規模広域豪雨に対
応する。

〔概要〕
該当項目なし

緊
急
行
動
計
画
等

「水防災意識社会 再構築ビジョン」
【国土交通省】 平成27年12月11日

（国土交通省水管理・国土保全局 課長通知 H28.1.18）

「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画
【国土交通省】 平成29年6月20日

水防災意識社会の再構築に向けた緊急行動計画の改定
【国土交通省】 平成31年1月29日

〔背景〕
□平成27年9月関東・東北豪雨を踏まえ、直轄河川において、平成
32年度を目途に水防災意識社会を再構築する取組を行う。

〔概要〕
該当項目なし

〔背景〕
□平成28年8月北海道・東北豪雨を踏まえ、緊急的に実施す
べき事項について、平成33年度を目途に取り組むべき各種取
組に関する方向性、具体的な進め方等をとりまとめ。

〔概要〕
○協議会の場等を活用し、平成30年出水期までに、洪水予報
河川及び水位周知河川の沿川市町村等と河川管理者におい
て、ホットラインを構築。
●毎年、出水期前に協議会において連絡体制を確認。

〔背景〕
□平成30年7月西日本豪雨をはじめ、近年各地で大水害が発
生していることを受け、2020年度を目途に取り組むべき緊急行
動計画を改定。

〔概要〕
○毎年、出水期前に協議会において連絡体制を確認。

パターンⅢ

P1
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■取組内容
No.

21

■H28.6 第２回野洲川地域安全懇談会で決定した取組（野洲川独自の課題から抽出）

■各種提言等

河川法改正 平成9年

取組項目

・該当なし

市町村等の取組を支援する専門家のリストを作成および支援結果について協議会等の場で共有

水害に強い地域づくり協議会 平成16年～

河
川
法

〔背景〕
□治水機能のみならず、利水機能、河川
環境機能を含んだすべての河川諸機能
を規律

〔改正の概要〕
□水系一貫した河川管理を行う「河川整
備基本方針」と、治水、利水、河川環境の
整備と保全についての項目や地域の意
見を反映した「河川整備計画」の策定を
義務づけ

水
防
法

〔背景〕
□近年、洪水の他、内水・高潮により、現在の想定を超える浸水被
害が多発
□想定し得る最大規模の洪水に対する避難体制等充実・強化

〔改正の概要〕
□想定し得る最大規模の洪水に係る区域に拡充して公表
□計画規模降雨浸水想定区域図の更新
□浸水継続時間の公表
□洪水浸水想定区域に関する避難場所及び避難経路に関する事
項を示した印刷物等を作成し、各世帯に提供。（水防法第15条第3
項）

水防法の一部改正【国土交通省】 平成27年7月 水防法の一部改正【国土交通省】 平成29年6月

〔背景〕
□国管理河川の支川や県管理河川等の中小河川で氾濫発生
し多数の死者等が発生。
□「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」を実現し、抜本
的な対策が急務
□「水防災意識社会再構築ビジョン」を中小河川も含めた全国
河川でさらに加速・強化

〔改正の概要〕
□大規模氾濫減災協議会の創設
□市町村長による水害リスク情報の周知制度の創設
□要配慮者利用施設の避難確保計画・避難訓練の義務化

目標時期

R1年度から
順次実施

取組機関

近畿地整

〔背景〕
□「淀川水系河川整備計画基礎案」で
は、浸水被害の回避・軽減を目標として、
「水害に強い地域づくり協議会（仮称）」を
設置
□協議会においては、流域の住民自らが
洪水被害を回避できるようなシステムづく
り（自分で守る）等を検討

〔概要〕
該当なし

淀
川
水
系
河
川
整
備
計
画

（
H
2
1
.
3

）

緊
急
行
動
計
画
等

「水防災意識社会 再構築ビジョン」
【国土交通省】 平成27年12月11日

（国土交通省水管理・国土保全局 課長通知 H28.1.18）

「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画
【国土交通省】 平成29年6月20日

水防災意識社会の再構築に向けた緊急行動計画の改定
【国土交通省】 平成31年1月29日

〔背景〕
□平成27年9月関東・東北豪雨を踏まえ、直轄河川において、平成
32年度を目途に水防災意識社会を再構築する取組を行う。

〔概要〕
該当項目なし

〔背景〕
□平成28年8月北海道・東北豪雨を踏まえ、緊急的に実施す
べき事項について、平成33年度を目途に取り組むべき各種取
組に関する方向性、具体的な進め方等をとりまとめ。

〔概要〕
該当項目なし

〔背景〕
□平成30年7月西日本豪雨をはじめ、近年各地で大水害が発
生していることを受け、2020年度を目途に取り組むべき緊急行
動計画を改定。

〔概要〕
●市町村等の取組を支援する専門家のリストを作成。
●支援結果について協議会等の場で共有。

社
会
資
本
整
備
審
議
会

答
申

大規模氾濫に対する減災のための治水対策の
あり方について

～社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～
【社会資本整備審議会】 平成27年12月

中小河川等における水防災意識社会の再構築の
あり方について

【社会資本整備審議会】 平成29年1月

大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策の
あり方について

～複合的な災害にも多層的に備える緊急対策～
【社会資本整備審議会】 平成30年12月

〔背景〕
□平成27年9月関東・東北豪雨を踏まえ、「施設の能力には限界が
あり、施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと意識
を変革し、社会全体で洪水氾濫に備える。

〔概要〕
該当項目なし

〔背景〕
□平成28年8月北海道・東北豪雨を踏まえ、都道府県が管理
する中小河川においても、水防災意識社旗の再構築を加速す
る。

〔概要〕
該当項目なし

〔背景〕
□平成30年7月西日本豪雨を踏まえ、広域的かつ同時多発的
に発生する河川の氾濫や土砂災害等の大規模広域豪雨に対
応する。

〔概要〕
該当項目なし

パターンⅣ
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